
水道事業の運営基盤強化について

（広域化への取組）



日本の人口動態

現状の出生率の水準が続けば、50年後には、
・日本の人口は加速度的に減少し、現在の3分の2の規模へ
・一方、人口の約4割が65歳以上という著しい「超高齢社会」へ

「人口急減・超高齢社会」が間近に接近
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（出典）国立社会保障・人口問題研究所

「人口統計資料（2014年版）」、「日本の将来人口推計（平成24年1月推計）」
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▼
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（出典）国立社会保障・人口問題研究所「人口問題研究」 （1950～1972は沖縄県を含まない。）

合計特殊出生率の推移
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未来への選択
－人口急減・超高齢社会を超えて、日本発成長・発展モデルを構築－（中間整理）

○経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会が、平成26年5月に「未来への選択－人口急
減・超高齢社会を超えて、日本発成長・発展モデルを構築－」（中間整理）を取りまとめ。

○「経済財政運営と改革の基本方針2014」（骨太の方針、平成26年6月24日閣議決定）において、50年後
に1億人程度の安定した人口構造を保持することを目指し、少子化・人口減少の克服や地域再生など
に総合的に取り組む方針が盛り込まれた。

（出典）内閣府資料



未来への選択
－人口急減・超高齢社会を超えて、日本発成長・発展モデルを構築－（中間整理）

総人口の将来推計

○2030年までに合計特殊出生率が2.07に回復する場合、50年後に1億人程度、さらにその一世代後
には微増に転じる。

（出典）内閣府資料
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水道事業における投資額の推移

（注）投資額は、建設工事費デフレーター（2005年度基準）を用いて2012年度価格に換算している。

（出典）水道統計

整備のピーク期

⇒ 今後、大量の更新需要が発生

水道を取り巻く環境
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（出典）年間有収水量及び給水収益の実績：水道統計

将来有収水量：厚生労働省水道課が「新水道ビジョン（平成25年3月）」の策定にあたり推計。

有収水量及び給水収益の実績と見通し
ピーク 2000年

142億m3

2060年

81億m3

現在より

約４割減少

2012年

133億m3

・人口の減少
・給水量（有収水量）の減少

料金収入の減
・老朽化した施設の
更新需要の増大

・財源（投資費用）の確保
・人員（技術者）の確保
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（出典）地方公務員数 ： 総務省「平成２５年地方公共団体定員管理調査」

水道関係職員 ： 水道統計 （上水道事業＋水道用水供給事業） 臨時職員を含む

ピーク 1994年

328万人

2012年

277万人

2012年

48千人

平成７年以降

減少

年々減少

1980年

73千人

30年間で

約３割強減少
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（投資額が前年度比マイナス１％で推移した場合）

（注） 除却額は、過去に投資した金額を、施設が耐用年数に達した時点で控除（除却）した額とし、

耐用年数に達した施設を同等の機能で再構築（更新）する場合の更新費用の推計額として用いている。

平成３２～３７年頃以降は、

更新需要が投資額を上回る見込み



広域化による運営基盤強化

更新需要
の増大

給水収益
の減少

耐震対策
の実施

水道技術職
員の確保

原水監視
の強化

行財政改革
定数削減

アセットマネジ
メントの実施に
より長期的視点
から経営を検討 広域化によるス

ケールメリット
を生かして運営

基盤を強化

将来にわたって
健全な事業運営

の持続
人材の
確保

施設再
構築

事業規
模確保

水道の需用者に、安全な水道水を安定して供給し続けるため！

勇往邁進

水源等
の融通

複数の事業者
による連携・
協力

地域の中核となる水道事業者は、
その組織力・技術力により、近隣
の中小規模水道事業者との連携を
積極的に検討。

アセットの結果を
反映した取組の検討
及び具現化へ



国庫補助制度、手引き等の活用

■水道広域化促進事業費（平成22年度 創設）

①事業統合を行う場合、小規模水道

事業者の施設更新事業（耐用年数

を経過した施設の更新）に対し補助。

②事業統合の受け皿となる水道事業

者（大規模事業者）の施設整備に対し

ても、 ①の事業費を上限に補助。

・運営基盤強化のための水道事業規模に係る基礎調査・検討調査（平成19年度、20年度）

・水道広域化検討の手引き（平成20年度）

・運営基盤強化のための事業統合調査（平成21年度）

・水道事業の統合と施設の再構築に関する調査（平成21年度）

・水道事業における広域化事例及び広域化に向けた検討事例集（平成25年度）

■手引き・報告書（水道課ＨＰに掲載）



水道事業ビジョン策定状況管理の見直しについて

（水道課ホームページ）



水道事業ビジョン策定状況管理の見直し

手引きにおいて、戦略的アプローチによる取組を必須

（アセットマネジメントの実施、水安全計画及び耐震化計画の策定）

水道事業ビジョン作成の手引き

（平成２６年３月１９日付け
健水発０３１９第４号、第５号）

水道課に報告のあった水道事業
ビジョン策定状況をＨＰに掲載

上水道事業 水道用水供給事業

水道事業ビジョン策定状況（平成２６年１０月１日時点）
■平成２６年度まで

戦略的アプローチを実施済み

の水道事業ビジョン策定状況

をＨＰに掲載予定

アセットマネ
ジメント実施

水安全計画
策定

耐震化計画策定

基幹管路 水道施設

５２％ １１％ ３８％ ４０％

（参考） 戦略的アプローチの実施状況 （平成２５年度）

（出典）平成25年度水道事業の運営に係る調査ほか

■平成２７年度から



水道事業ビジョン策定状況管理の見直し

（１）水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）策定状況（水道事業） 平成26年10月1日現在 厚生労働省健康局水道課

ｱｾｯﾄﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ

水安全
計画

耐震化
計画

北海道 函館市 21世紀の水づくり輝く水プログラム 平成20年3月 平成20年度～平成28年度 261,108

北海道 岩見沢市 岩見沢市地域水道ビジョン 平成22年度 平成23年度～平成32年度 87,779 ○ ○

北海道 小樽市 小樽市上下水道ビジョン 平成22年2月 平成21年度～平成30年度 128,233 ○ ○ ○

北海道 室蘭市 室蘭市水道ビジョン 平成22年9月 平成22年度～平成31年度 91,604 ○ ○ △

北海道 留萌市 留萌市水道ビジョン 平成21年度 － 23,288 ○ △

ビジョン名称 策定時期
計画期間
(目標年度)

都道
府県名

事業名

（ 参 考 ）

現在
給水人口

(人）

戦略的ｱﾌﾟﾛｰﾁ実施状況
（Ｈ２５調査結果）

備考

・本文および策定状況図

戦略的アプローチを実施済み
の水道事業ビジョン策定率に
記載を変更

策定状況一覧表は、策定された水道事業ビ
ジョンすべてを記載。（従前どおり）


